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【事実の概要】
A会社は食料品の販売および飲食店の経営等を業として平成７年９月14日に
設立された会社（発行済株式総数100株、資本金1000万円）であり、X（原告・控訴
人・被上告人）はA社の設立時から現在までA社の株式13株を有する株主であ
る。Xはまた、A社の設立時から平成10年３月23日までA社の監査役でもあっ
た。
A社の定款によれば、役員報酬は株主総会の決議をもって定めることとされ
ているが、A社の設立以来、株主総会において役員報酬についての決議はなさ
れていなかった。ところが、平成12年６月までの間にA社は取締役Y１～Y３
および監査役 Bに対して役員報酬として合計5850万円を支払っていたため、X
は平成13年５月29日、A社に対して取締役Y１～Y５（被告・被控訴人・上告人）
に対して取締役の責任を追及する訴訟を提起するように請求したが、A社がそ
の請求後30日以内にYらに対する訴えを提起しなかったので、７月３日、Xは
本件株主代表訴訟を提起した。
この請求に対して、Yらは創立総会において役員報酬について決議をしたと
主張したが、その一方で、平成13年９月23日に開催されたA社の定時総会にお
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いて、本訴において創立総会における役員報酬支給決議が不存在であることと判
断されることを条件として創立総会に遡ってその効力を生じる条件付決議とし
て、取締役の報酬総額を年額3000万円以内とする「取締役報酬額の承認に関する
件」および監査役の報酬総額を年額500万円以内とする「監査役報酬の承認に関
する件」を賛成７名（74株）、反対３名（26株）の賛成多数により可決した（この
決議を以下「本件
(１)
決議」とする）。
第一審では、創立総会における役員報酬についての決議の有無、および、本件
決議によって会社の損害がなくなったかどうかが争点として争われ、第一審判決
（京都地裁平成14年７月23日判決（金判1218号55頁））は、創立総会において役員報酬
について決議はなされなかったものとした上で、「本件再決議は本件訴訟におけ
る有効な攻撃防御方法となることを意図したものであるから、『本件訴訟におい
て創立総会における決議が不存在であることが確定されたとき』との文言にもか
かわらず、創立総会の決議が不存在であると認定されたときに、本件会社設立時
から役員に対して決議所定の金額の範囲内で報酬を支給することとして、すでに
支給された報酬については、本件再決議に基づき支給されるべき報酬とみなすこ
ととする旨の決議と解するのが相当である。」とし、そうすると、「本件再決議に
よって、本件会社が設立時から平成12年６月１日までの間に役員報酬として支出
した合計5850万円については、現時点では、株主総会の決議に基づくものという
ことができる」ことから、その支出自体は会社の損害とはならないと判示して、
Xの請求を棄却した。
これに対して、Xは、本件決議は実質的に取締役の任務懈怠による損害賠償
責任を単なる多数決によって免除することになること、本件決議は特別利害関係
人であるＹらが加わっていることから無効であること等を主張して控訴した。
原審では、創立総会における役員報酬についての決議の有無、本件決議の効力
の有無、および、本件決議によって会社の損害がなくなったかという点が争点と
して争われ、原判決（大阪高裁平成15年２月28日（金判1218号51頁））は、創立総会
における役員報酬についての決議はないとした上で、本件（再）決議の効力の有
無については、「本件再決議は、取締役等の責任を直接に免除する決議ではない
から、商法266条５項に直接違反するものではないし、報酬を過去に遡って支給
することを決議することも、必ずしもその支払について会社が有する債権と相殺
処理をすることが禁止されるものではなく、これによって会社が取締役等に対し
て有した債権が失われることになっても、当不当の問題であって、その決議を取
り消し得る場合があるに止まる」とし、特別利害関係人の議決権行使についても
取消事由の有無の問題であると判示する一方で、本件（再）決議は、「被控訴人
らを勝訴に導くためになされたものであって、訴訟上の信義に著しく反するもの
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といわなければならない」ことを理由にYらが本件決議の存在を主張すること
は許されないとし、さらに、「本件再決議は、取締役等の責任を免除する決議で
はないから、この決議によって、直ちに、創立総会ないし株主総会の決議に基づ
かないで報酬が支給されたことによる本件会社の損害が消滅するものではない」
うえ、Yらは本件（再）決議の存在を主張することは許されないとして、Xの
請求を認容した。
Yらは、原判決が、（再）決議を実体法上有効と認定しながら手続上主張する
ことは許されないとした点、（再）決議によっても会社の損害はなくならないと
した点について、最高裁平成４年10月29日判決（民集46巻７号2580頁、いわゆるブ
リヂストン事件）に反すると主張して、上告した。
【判旨】破棄自判
?商法269条、279条１項が、株式会社の取締役及び監査役の報酬について、定
款にその額の定めがないときは、株主総会の決議によって定めると規定している
趣旨目的は、取締役の報酬にあっては、取締役ないし取締役会によるいわゆるお
手盛りの弊害を防止し、監査役の報酬にあっては、監査役の独立性を保持し、さ
らに、双方を通じて、役員報酬の額の決定を株主の自主的な判断にゆだねるとこ
ろにあると解される。そして、株主総会の決議を経ずに役員報酬が支払われた場
合であっても、これについて後に株主総会の決議を経ることにより、事後的にせ
よ上記の規定の趣旨目的は達せられるものということができるから、当該決議の
内容等に照らして上記規定の趣旨目的を没却するような特段の事情があると認め
られない限り、当該役員報酬の支払は株主総会の決議に基づく適法有効なものに
なるというべきである。そして、上記特段の事情の存在することがうかがえない
本件においては、本件決議がされたことにより、本件役員報酬の支払は適法有効
なものになったというべきである。」
?本件決議により既に支払済みの本件役員報酬の支払を適法有効なものとする
ことが許される以上、本件決議に本件訴訟を上告人らの勝訴に導く意図が認めら
れるとしても、それだけでは上告人らにおいて本件決議の存在を主張することが
訴訟上の信義に反すると解することはできず、他に上告人らが本件決議の存在を
主張することが訴訟上の信義に反すると認められるような事情はうかがわれな
い。」
?また、本件役員報酬の支払は、本件決議がされたことによって適法なものと
なるのであるから、取締役の責任を免除する株主総会の決議の対象とはならない
し、本件会社が本件役員報酬相当額の損害を被っていることにもならない。」
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【評釈】判旨に反対
一 問題の所在
取締役および監査役の報酬の決定については、本判決で適用されている平成14
年改正前商法269条および279条１項は定款でその額を定めるか、定款に定めをお
かなければ株主総会の決議をもってその額を定めるものとしており、平成14年改
正によって当該規定は報酬の類型ごとに詳細に改められたが報酬決定の構造それ
自体は変わらず、新会社法のもとにおいてもまた同様の趣旨の規定が設けられて
いる（会社法361条、387条）。しかしながら、これらの簡潔な規定のみしか役員報
酬に関する規定が存しないため、以前より役員報酬の決定に関してはさまざまな
形で紛争となってきている。かつてはお手盛り防止との関係で報酬決定方法が争
われることが多かったが、近時では取締役報酬の減額・不支給が問題となる事件
が多数見受けられる。
本件においては、小規模閉鎖的な会社において数年にわたり株主総会の決議な
しに役員報酬が支払われ、そのような役員報酬の支払を決定した取締役および監
査役の責任が追及されている。本件は、株主総会の決議なしに既に支払われた役
員報酬について、本件訴訟の提起後に事後的に承認の決議がなされたという珍し
いケース
(２)(３)
であり、商法上の観点からは、①株主総会の決議を得ずに支給した報酬
について株主総会による事後的な承認の効果、②事後的な承認が有効になされた
ときの会社の損害の有無、が問題となる。
このような事案につき下級審の判断は分かれていたところ、本件において最高
裁が初めて判断を示したのであるが、問題とすべき点は少なくないように思われ
る。最高裁が事後的な承認決議につき明確な法律構成を論じていないために、本
判決の射程も必ずしも明確ではない。本件の事案では問題の報酬を受領した役員
と責任追及されている役員とが一致していないこともあり、取締役の善管注意義
務違反に基づく損害賠償責任につき、事後の承認による既に支給された役員報酬
またはその支払行為の適法化を認めることによって直ちに支給当時違法に役員報
酬を支払った行為における善管注意義務違反（任務懈怠）が否定されるものなの
かどうか、厳密な検討を要するものと思われる。また、事後的な株主総会決議に
よって当該報酬の支払が適法となるとしても、支出行為に先立って株主総会の承
認を受けるべきであったことは否定できず、その限りにおいて支出行為に対する
監視義務違反についても論じる必要があろう。
また、株主総会の事後的な承認決議に関する一般論として、後述する先行決議
が取り消された場合に後に同一の内容の決議をしたときの効力が争われた有名な
ブリヂストン事件があり、上告理由にも挙げられている。しかしながら本件では
先行決議が不存在であるため、ブリヂストン事件とは若干事案の異なるものであ
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り、ブリヂストン事件が先例となるかどうか検討すべきであろう。
以下、これらの点を検討する。
二 商法269条および279条１項の趣旨
(１）商法269条の趣旨
商法
(４)
269条は、取締役の報酬の決定については定款で定めるか、株主総会の決
議をもって定めるものと規定する。この規定の趣旨は、通説によれば、取締役の
報酬の決定は本来業務執行に属するものであるが、これを取締役会や代表取締役
が自由に決定できるとするといわゆるお手盛りの弊害が生じるおそれがあること
から、取締役の報酬は定款または株主総会で決定しなければならないことを規定
していると説明されて
(５)
おり、本判決も明示的にこの立場を採用する。
通説の立場は役員報酬の決定は本来業務執行に属するという考え方を前提とし
ているが、それのみではなく、株主が会社財産の観念的な所有者であるがゆえに
その財産の処分につき株主の判断を仰ぐという根拠が根底にあるとすれば、本判
決の理論のように、事前事後を問わず株主総会の承認決議さえ得られれば株主の
判断を経たものとして扱ってよい、という結論も肯定されうるであろう。言い換
えると、会社の金銭支出について利害関係を有する株主総会の承認があった場合
に、債権者侵害にあたるときは別として、その株主総会決議の効力を完全に否定
して金銭支出を認めないという結論を導くのは、株主の財産権の観点からは困難
である。
他方で、取締役の報酬の決定につき株主総会の決議を要するというしくみには
株主による経営監督効果の確保というコーポレート・ガバナンス上の意義も指摘
されるところで
(６)
あり、この意義を重視する立場からは、商法特例法の下での委員
会等設置会社の取締役の報酬につき、取締役会による監督機能の強化という見地
から報酬委員会によって決定されるというしくみも、「単なる株主の利益確保と
いうよりガバナンス形態としての機能性に重きをおくものであることは一目瞭然
で
(７)
ある。」との指摘もなされている。このようにコーポレート・ガバナンス上の
機能も考慮すべきではないかという観点からは、報酬決定の手続は株主の財産的
利害の面からのみ把握すべきではなく、報酬面から取締役の職務遂行をコントロ
ールする効果を損なうような解釈は疑問視されるべきではな
(８)
いか、と本判決が批
判されることになる。しかしながら、本件会社のような小規模閉鎖的な会社にお
いては取締役等に対して株主による、より直接的なコントロールが図れるはずで
あり、必ずしも報酬決定手続によってガバナンスを実現するという論は当たらな
いのではないだろうか。もっとも、小規模閉鎖的な会社であるからこそ、多数派
株主の専横から少数派株主の利益を保護することが求められることもある。結
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局、株主と取締役との間、または株主間で利害衝突が生じやすい局面において最
低限の手続的規制をもって均衡を図るために、株主総会による報酬の承認が要求
されるものと解する。
(２）商法279条の趣旨
監査役の報酬については、取締役会で決定してもお手盛りは問題とならない
が、監査役の地位の独立性の観点から取締役会が決定することには問題がある。
かつては取締役の報酬に関する商法269条がそのまま準用されていた（昭和56年改
正前商法280条）が、実務では株主総会において取締役と監査役の報酬とを役員報
酬として一括してその総額または最高限度額を決定し、その配分を取締役会に一
任する決議がなされていたことから、監査役の地位の独立性を報酬面から強化す
るために昭和56年改正において279条が新設された。このような経緯に鑑みれば、
監査役の報酬につき定款または株主総会決議をもって決定すると定める商法279
条の趣旨は、監査役の取締役会からの独立性を確保し、それによって監査役の職
務の公正性を確保することにあると解する。この意味においては、監査役の報酬
決定手続に関してはコーポレート・ガバナンス上の意義は確実に存するものであ
り、事後的に報酬の支払を決定してもその職務の公正性には結びつかないのでそ
の決定の効力は否定されるべきであるとも考えられるが、監査役に対して一定の
報酬を確保することが商法279条の意義であるとすれば事後的に報酬の支払を決
定することも必ずしも否定されるものではない。監査役の報酬については、不当
な減額・不支給の場合のみが問題とされれば充分であろう。
(３）役員任用契約の有償性
取締役と会社との間の関係は委任または準委任と解されるので、民法の委任に
関する規定が適用され（商法254条３項）、民法では無償委任が原則とされている
（民法648条
(９)
１項）ことから、商法上も無償委任が原則であると考えられ、取締役
は特約がなければ会社に対して報酬を請求することはできないとするのが判例・
通説（無償委
(10)
任説）である。
これに対して、取締役の職務は、その地位の専門性・重要性、重い責任・義務
が課されていること、商法257条の規定により取締役が解任によって生じた損害
の賠償を請求しうるとされるその額は通常任期までの報酬額と考えられているこ
と、商人の報酬請求権に関する商法512条との整合性等から、取締役任用契約は
当然に有償とみるべきであるとの見解（有償委任
(11)(12)(13)
説）もあり、私見としてはこの
立場を支持する。その理由は、上記に加えて、平成13年改正によって取締役の責
任制限の制度が導入されたが、そこでは報酬額が責任額の算定の基準とされてお
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り、有償であることを前提としていると解されることも挙げられる。取締役任用
契約において当事者が明示的に無償とすることを定めている場合に報酬請求権が
発生しないのは当然であるが、そうでなければ、少なくとも抽象的な報酬請求権
は認められるべきであろう。この点につき、判例・通説（無償委任説）は、原則
として無償委任であるとしながらも、取締役の任用契約には、通常、明示的また
は黙示的に報酬支払の特約が含まれると解
(14)
する。したがって、判例・通説に立つ
としても反対の明示がなければ取締役は報酬請求権を有することに
(15)
なるため、両
説には結論的な差異はほとんどないといえよう。いずれの立場に立ったとして
も、定款もしくは株主総会の決議により報酬の支給が決定されたとき、または、
株主総会等で総額のみを定めその配分については取締役会もしくは代表取締役等
が決定する場合においてはその配分が決定されたときに、具体的報酬請求権が発
生することになるので
(16)
ある。
なお、以上は取締役の報酬請求権の有無として論じられてきたところであり、
従来監査役の職務の有償性についての議論はあまりなされていない。しかしなが
ら、監査役も取締役と同様に会社と委任または準委任関係に立つとされること、
その責任の重さ等に鑑みれば、監査役任用契約についても取締役任用契約の有償
性と同様の議論が妥当するものと解する。
三 報酬支給後の株主総会決議による承認の可否
(１）株主総会の承認を受けるべき時期
役員報酬につきいかなる時期に株主総会の承認を受けるべきかという点につい
て、商法269条および279条１項は明示していない。しかしながら、規定の趣旨か
ら、一般論として報酬を支払うことに先立って、株主総会でそれぞれの報酬総額
を決議する必要があるものとい
(17)
える。もっとも、退職慰労金がそうであるよう
に、報酬の後払いとして、すなわち過去の業務執行に対する報酬を支払うことを
後に株主総会で決定することは可能であろう。その場合には株主総会による承認
を経たうえで報酬が支払われることになる。この点につき、本件最高裁判決は後
の総会決議と支払行為とを一体として捉えているようで
(18)
あり、報酬支払後に株主
総会の承認を受けた場合にも支払前に承認を受けた場合と同様の効果を認めてい
ると解されるが、この当否については次に論じる。
(２）すでに支給した報酬の株主総会による承認の可否
それでは、いったん支出してしまった報酬を事後的に株主総会が承認すること
はまったく認められないだろうか。
本件最高裁判決のように、お手盛り防止または監査役の独立性、および、報酬
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の決定を会社財産の実質的所有者である株主の自主的な判断に委ねるという観点
から、事後的であっても報酬決定についての株主の多数決という判断プロセスを
経ればよいと解
(19)
するなら、報酬の支払後に行われた株主総会の決議も、報酬を決
定するために要求される株主総会の決議として位置づけることも可能であるとさ
(20)
れる。逆にいえば、本来適切な手続の履践がなされるべきであったとしても、事
後の承認があった場合に、さらに手続の履践を促すような解釈は269条および279
条１項の趣旨目的からは困難であると述べる論者も
(21)
おり、このような立場からは
支給後に株主総会が承認することも認められるであろう。しかしながら、支給後
の株主総会による承認決議の効力が認められるとしても、報酬の支払の時点にお
いて違法であった当該行為を後の総会決議によって遡及的に適法化することには
疑問が残る。
ところで、本判決以前の裁判例として、結論として違法に支払われた報酬につ
き取締役らに対して損害賠償を求めた原告の請求を認容したものがある。那覇地
判平成13年２月27日（金判1126号
(22)
31頁）は、「Yらは、監査役へ上記報酬が支給さ
れた後の平成10年7月30日に開催された株主総会において、同報酬が支給された
ことについて承認決議を得ている旨主張するが、違法な報酬の支給がされた後
に、株主総会においてその支出を示した決算書類が承認されたからといって、こ
れにより前記違法性が治癒されることはない。」「株主総会決議を超えて監査役報
酬を支払ったことにより、同超過部分の損害がY社に生じたのは明らかである」
と判示し、支給後の承認決議による報酬の適法化が認められなかった。この事件
も事後の株主総会の承認が争われた点では本判決と類似するが、この事件では違
法な役員報酬の支出に係る決算書類が後の株主総会において承認されたことをも
って報酬支給の事後の承認決議ということはできないという理由から「違法性が
治癒されることはない」と判示されたものと解され、本判決や次に挙げる名古屋
高裁判決と矛盾するとまではいえないであ
(23)
ろう。
(３）株主総会決議の遡及的効力の可否
次に、株主総会の決議または定款の規定なしになされた役員報酬の支給後に、
当該報酬を適法化し、その結果として取締役等の責任を否定することの可否につ
いて検討する。
本判決は、株主総会による事後的な承認決議を端的に報酬支払の決定であると
捉えており、かつ、その効力を報酬支給の時点に遡らせることによって報酬の支
払を完全に適法化することを認めている。
まずこのような承認決議の内容については、株主総会による承認なくして報酬
を支給する行為を無権代表行為と捉えた上で、報酬支給後の株主総会の承認は無
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権代表行為の追認であるとする裁判例として名古屋高判平成14年11月29日
（LEX/DB文献番号
(24)(25)
28081592）が引用さ
(26)
れる。この事件で争われた株主総会決議は
本件決議のような条件も遡及効も明示的に定められた決議ではなく、単純に各期
に役員報酬を支払ったこと、および、退職慰労金を支払うことを承認したもので
あった。名古屋高裁は取締役の行為の適法性の問題として、「商法で定められた
とおりの方法で後任の取締役が選任され、そのもとで適法な株主
(27)
総会において本
件各支出が決議承認（追認）されたものであり、過去に株主総会決議が存在しな
いとしても、その後の株主総会において、役員報酬の支出の承認をして完全な適
法化を図ることは法的に可能であるというべきである。けだし、役員報酬、退職
慰労金の額は、定款の定めがない限り株主総会の決議によって定められ、役員報
酬の支出は株主総会の承認を要するものとされているのであって、このように解
してもお手盛りの弊害は防止することができるからである。また、株主総会が控
訴人らの主張のように再議決することができないと解すると、役員報酬等の支出
の完全な適法化を図ることは永久的にできなくなり、無用な混乱を生ずることと
なるからである。」と述べて
(28)
おり、本件とほぼ同様の事案につき、すでに支給さ
れた役員報酬の支払につき事後的に追認することが明示的に認められている。こ
のように解すれば無権代表行為の追認として法律構成できるのであるから、その
決議は第三者の権利を害しない限り遡及効を有することになるというメリットが
ある（民法116条）。しかしながら、このような構成には、報酬支払の決定と支出
行為とを切り離して論じること自体に疑問がある。株主総会による報酬支払の決
定のない報酬支出行為は本来観念しえないのであり、また、報酬決定の株主総会
決議と無権代表行為の追認の決議とでは決議の内容が異なるはずである。本件決
議の内容は端的に役員報酬の決定のみを意図するものであり、無権代表行為の追
認とは解し得ないであろう。名古屋高裁平成14年判決の事案には、事後的な株主
総会決議に遡及効が明示的に与えられていなかったことから、このような強引な
法律構成によって結論を導いたのではないだろうか。
次に、本件決議が報酬を決定するものであるとして、遡及的な効力を認められ
るであろうか。この点につき、本判決はその根拠を「お手盛り防止」および「監
査役の独立性の確保」の観点からのみで説明しているが、報酬規制の趣旨のみで
報酬支給後の支払承認が支給前の報酬決定と同視しうるとすることには疑問があ
る。本判決に対しては、本判決の文中においても示されているように、事後的な
承認によりすでに支給された報酬の支払が適法となり、そのことによって取締役
の責任がないものとされた場合には、直接の効果として株主総会の免責決議を経
ずに取締役の責任を消滅させることを許容することになるが、これは取締役の対
会社責任の免除に株主全員の同意を要求する商法266条５項に反すると批判し
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(29)
うる。この点につき、最高裁は過去の支払につき遡及的に承認することによって
取締役の責任の原因たる法令違反行為を直ちに適法化することを認めるため、こ
のような決議は取締役らを免責するものではないと説明するが、実質的に取締役
らを免責していることは否定し得ない。少なくとも、本来は報酬を支出する以前
に株主総会の承認を受けるべきであったのであり、その点の取締役らの善管注意
義務違反・監視義務違反を問うことはできるのではないか。このような株主総会
決議に遡及的な効力を認めること自体につき問題があるが、これに関して次に判
例を検討する。
事後の総会決議の効力を認める判例として、本件上告理由に引用されている最
高裁平成４年10月29日判決（民集46巻７号2580頁、ブリヂストン
(30)
事件）が挙げられ
る。この事件の原審（東京高判昭和63年12月14日判タ693号197頁）は、第二の決議
が有効に成立している以上、仮に第一の決議に取消事由があると判断してこれを
取り消してみたとしても、Yの現在の法律関係ないし財産状態には何らの変動
を生ぜしめるものでなく、第二の決議の成立により訴えの利益を欠くに至ったと
して訴えを却下した。これに対して上告がなされたが、最高裁は、「仮に第一の
決議に取消事由があるとしてこれを取り消したとしても、その判決の確定によ
り、第二の決議が第一の決議に代わってその効力を生ずることになるのであるか
ら、第一の決議の取消を求める実益はなく、記録を検討しても、他に本件訴えに
つき訴えの利益を肯定すべき特別の事情があるものとは認められない。」と述べ、
原審の判断を支持した。本件では上告人がこの事件を引用し原判決を非難する。
しかし、この事件では事後承認の効果が直接に争われているのではなく訴えの利
益という形で論じられているために遡及的効力について明示的な判断はなされて
おらず、遡及効を定めている第二の
(31)
決議の効力を認めている点では事後の決議の
遡及効を認めているのではないかとも思われるが、本件につきブリヂストン事件
が先例として挙げられるべき事案なのか疑わしいといわざるをえない。
私見では、商法269条および279条１項は株主総会の決議または定款規定を報酬
支払の要件として定めているのであるから、いかなる場合であっても支払決定手
続が必要であると解する。そして、報酬支払決定それ自体について必ず株主総会
の決議または定款規定が必要なのであるから、報酬支給後の承認を支出行為の追
認ではなく株主総会の決定を欠く無効行為の追認として位置づけるべき本件の事
案では無権代表行為の追認とは異なるものであり、ただ事後的な決議は決議の時
点から報酬支出決定の効力を有するものと解し、その後の報酬支出の根拠として
認めることができる。
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(４）支出行為に先立って株主総会による決定を得なかったことの義務違反
役員報酬は定款または株主総会決議にもとづいて支払われるべきものであるか
ら、定款の定めがない場合には、役員報酬を支払おうとする取締役会または代表
取締役は事前に株主総会の承認を受けなければならない。したがって、事後の決
議による支払済みの報酬の適法化を認めない場合はもちろん、仮に本判決の立場
を認めて当該報酬それ自体が後に適法化されたとしてもそのこと自体によって報
酬の支出の際に株主総会の承認を受けるように代表取締役を監督しなかった他の
取締役の監視義務違反がなくなるわけではないものと解する。本判決は役員報酬
の支払を適法有効なものとするが、役員報酬の支払の適法性・有効性の問題とは
別に監視義務違反の有無については別途検討すべきである。そうでなければ、役
員報酬につき支出する前に株主総会決議をもって報酬額を決定するという原則が
意味を失うことになろう。
(５）小括
本判決の理論構成について検討すると、先行決議が存在しない本件のような事
例においても、判例の理論上は事後の総会決議に遡及的な効力を付与することが
可能であると考えることが
(32)
でき、このように解すれば報酬の支給の時点に遡って
有効な支払であったことになる。このような結論が認められる理由付けとして、
遡及的な効力を認めないとすると、会社は役員に対して支払われた金員の返還を
請求できるが、役員は提供した役務の相当額の支払を常に請求することができる
とは限らない（不当利得とはならない）ので、すでに支給された役員報酬の支払を
適法有効なものと解するとする見解が
(33)
ある。しかし、この見解に対しては、有償
委任説からは不当利得返還請求が可能ではな
(34)
いかとの批判が可能であろう。少な
くとも、本件決議をもって報酬の具体的な内容が確定し具体的報酬請求権が（将
来に向かって）発生することは容認しうるのであり、遡及効を否定したとしても
それほど不当な結論とはならないと思われる。
また、本判決が「当該決議の内容等に照らして上記規定の趣旨目的を没却する
ような特段の事情があると認められない限り」と留保を付していることの趣旨は
明らかではなく、どのような場合が「特段の事情」と認められるのかという点は
なお問題となる。考えうるのは、株主構成の面から、報酬支給時において当該報
酬が承認されなかったであろう場合に、後に株主構成が変化して当該議案が承認
されるようになってから承認を受けるような事例においては、269条および279条
１項の規定を潜脱するものといえるであ
(35)
ろう。
結局、本件のように違法な行為がなされた後に事後的に承認を与えることによ
って当該行為を適法とすることは取締役の免責手続の潜脱になりうることから、
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事前に報酬決定の決議がないにもかかわらず事後的に承認決議がなされたとして
も、当該行為の違法性の瑕疵は治癒されるべきではない。過去の年度の職務に対
する報酬の支払の決定は可能であるから、事後的な決議には新たな（その決議の
時点から将来に向かって効力を生じる）役員報酬支給の決定という意味を与えるこ
とができるのみであると解
(36)
する。
三 会社の損害の有無について
最高裁判決は報酬が支払われた時点で当該支払が適法有効なものとなるので取
締役の責任はないと結論付けているが、前述二（３）のとおり、事後的な総会決
議によっても当初違法になされた報酬の支払は適法有効とはならないと解すべき
である。
事後的な総会決議によっても当初違法になされた報酬の支払は適法有効なもの
とはならないと解すれば当該報酬の支払額は会社の損害となり、当該報酬を受領
した役員はこの報酬額に法定利息を付して返還する義務を負う上、当該報酬の支
出を認めた取締役には善管注意義務違反が認められるのでこのような会社の損害
を賠償する責任を負うことになる。しかし、当該決議にもとづいてその決議後に
報酬を支払うことは適法であり、また本件決議によって具体的報酬請求権が与え
られるので、役員の側から会社に対してその支払を請求することも可能であろ
う。したがって、原審の指摘するように両当事者の請求権を相殺することが認め
られる結果、会社の損害額は法定利息分のみ残ることとなろう。
さらに、報酬支給に先立って株主総会の決議を得なければならなかったという
義務違反について、このような決議を得るために本来開催される予定のなかった
株主総会を開催したこと等の費用を要した場合には、報酬の支払が適法となった
としても、当該費用等は会社の損害となりうるものと解する。しかしながら本件
では定時総会において支出後の決議を行っているのでこの点については損害は認
められない。
四 結びに代えて
以上のように、役員報酬の決定につきお手盛りの弊害を防止するために会社財
産の観念的所有者である株主の承認を受けることを要するという商法269条およ
び279条の趣旨に鑑みて、報酬決定の手続として報酬の支給に先立って株主総会
の承認を受けなければならず、報酬の支給の後に承認決議を経たとしても、取締
役の免責手続との整合性からその決議に遡及的効力は認められないと解する。事
後の承認決議は完全に効力が否定されるのではなく、過去の違法行為を適法とす
るのではなく将来に向かってそれ以後の報酬支出を認める効力を生じるものと解
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するのが相当であり、会社の取締役に対する違法支出額の返還請求権と当該決議
により具体化された取締役の報酬請求権とを相殺することを認めるべきである。
さらに、報酬の支払による損害が発生している場合にはその損害の賠償請求権も
相殺の対象とすることができるものと解する。本件については報酬の額のほかに
特別の損害があったものと認定される事情は見出せないので、相殺を認めること
によって結果的に、取締役の損害賠償額は減じられ、利息相当分のみが残額とな
ろう。
そもそも、本件代表訴訟により追及されている責任の範囲は違法に報酬を支払
ったことにより会社に生じた損害の賠償であり、この点を明確に意識して判決を
下すべきで
(37)
ある。より厳密にいえば、本件でXが追及した取締役および監査役
の責任とは、違法な報酬の支出を決定した取締役についてはその支出に先立ち株
主総会の決議を経なかったという善管注意義務違反、他の取締役および監査役に
ついてはその取締役の違法行為を看過したという監視義務違反によるものであ
り、各取締役および監査役につきそれぞれの責任を明確にして判断がなされるべ
きであった。遡及的効力を付された株主総会決議によって過去の報酬の支払が適
法となるとしても、報酬支出時において株主総会決議が必要であるということも
取締役の義務の内容を構成するはずであるから、その時点での監視義務違反の有
無については別途検討すべきである。最高裁は後の株主総会決議により報酬支出
行為を適法化することを認めることによって結果的に支出行為当時の監視義務違
反を免れさせることを認めるが、そのような免責を報酬を決定する株主総会決議
の内容に含めることは不当である。その点で本判決の検討は不充分であり、判旨
に反対する。
(１) なお、これは第一審および原審の判決文中では「本件再決議」と呼ばれている決議である
が、原審において先行決議として主張された創立総会決議の不存在が認定されたため、最高裁
では「再決議」の語は用いられていない。
(２) 類似の事案としては、那覇地判平成13年２月27日金判1126号31頁、名古屋高判平成14年11
月29日（判例集未登載、LEX/DB文献番号28081592）がある。
(３) 本件の評釈として、鳥山恭一「判批」法学セミナー609号130頁、芳賀良「判批」金判1223
号55頁、野田博「判批」NBL806号６頁、大塚和成「判批」銀行法務21 645号79頁、菊地雄
介「速報重要判例解説」（TKC法律情報データベース http://www.tkclex.ne.jp/top com-
mentary.html No.2005-005）、永石一郎「判批」金判1228号10頁、吉井敦子「判批」私法判例
リマークス2006年（上）84頁がある。
(４) これは平成14年改正前の規定を前提とした議論であり、平成14年改正において報酬の形態
ごとに詳細に規定され直されているが、趣旨は改正前と同様であると考えられる。江頭憲治郎
『株式会社・有限会社法（第三版）』（有斐閣、2004年）353頁等。
(５) この説の前提には、取締役の報酬の決定は、本来は、業務執行の性質を有するものとし
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て、取締役会または代表取締役がこれを決めることができるという考え方（政策規定説）があ
る。他方で、株主総会が取締役の選任機関であるからこそ株主総会が報酬決定権を有するのだ
とする見解（いわゆる非政策規制説）もある。学説の詳細については浜田道代『新版注釈会社
法（６）』（有斐閣、1986年）386頁。
(６) 永井和之『会社法（第三版）』（有斐閣、2001年）216頁。
(７) 菊地・前掲注（３）２頁。名古屋地判平成14年１月17日金判1151号45頁も同旨か。
(８) 菊地・前掲注（３）４頁。なお菊地教授は、監査役についても、事後的な承認を認めてし
まうとその年度の監査役の独立性はほとんど失われたも同然である、と指摘される（同頁）。
しかしながら、監査役について事後的な承認を一切認めないとすると、監査役の職務につき無
償委任の原則を貫いた場合に監査役の報酬請求権が認められず、報酬を支給する旨の再決議を
監査役が自ら求めうるようにしなければ（監査役には株主総会における意見陳述権が認められ
るだけで自ら議題を提案する権限はない）、かえって監査役の地位を不安定なものとするので
はないか。そのような意味においては、従来あまり議論されてきていないが、監査役の取締役
（取締役会）に対する独立性の確保という側面から、監査役の報酬議案が取締役（取締役会）
から提出されない場合に、監査役が直接に会社に対して報酬を請求する権利を認める余地もあ
るのではないだろうか。
(９) もっとも、民法上も特約がない場合であっても慣行による有償委任が認められることがあ
るとされる（明石三郎「委任と報酬」契約法大系Ⅳ巻244頁）。
(10) 学説について、矢沢惇「取締役の報酬の法的規制」商事法務219号（1961年）３頁、大隅
健一郎＝今井宏『会社法論（中）（第３版）』（有斐閣、1992年）165頁等多数。
(11) 星川長七『注釈会社法』（有斐閣、1968年）528頁、川島いづみ「取締役報酬の減額、無償
化、不支給をめぐる問題」判タ772号（1992年）77頁等。
(12) 有償委任説に対しては、通説の立場から、役員が無償で役員となることを承諾したような
場合にそれを有償としなければならないとする理由はないという反論がある（味村治＝品川芳
宣『新訂版役員報酬の法律と実務』（商 法務研究会、1997年）38頁）。しかし、有償委任説の
立場に立っても報酬請求権の内容は取締役任用契約によって定まるのであり、具体的な報酬請
求権は定款または株主総会の決議がなければ発生しないのであるから、役員が報酬を無償とす
ることを承諾をしている場合にまでこれを有償とするものではないので、この反論は妥当では
ないものと解する。
(13) なお、この場合には、商法269条の規定は有償性の基礎の上に報酬額の決定手続を定めた
ものと理解する立場がある（山部俊文「判批」金判900号39頁）。
(14) 大阪高判昭和43年３月14日金判102号12頁、東京地判昭和42年４月８日判タ208号186頁等、
多数の裁判例がある。また学説について、北沢正啓『会社法（第６版）』（青林書院、2001年）
374頁等多数。
(15) 大隅＝今井・前掲注（10）165頁、弥永真生「取締役の報酬の減額・不支給に関する一考
察」筑波法政16号53頁等多数説。
(16) 最高裁平成15年２月21日判決金判1180号29頁参照。
(17) 最判平成４年10月29日に関する解説において、遡及効とは別の問題として、報酬の支給時
期を過去の時点にすることも法的には可能であると述べられているが（大内俊身「判解」平成
４年度最高裁判例解説（民事編）445頁）、その趣旨はあまり明確ではない。
(18) 吉井・前掲注（３）87頁。
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(19) 後述するように、裁判所はこのように解して事後的な承認決議を有効としている（本判決
のほか、後掲名古屋高判平成14年も同旨であろう）。
(20) 芳賀・前掲注（３）58頁。
(21) 野田・前掲注（３）６頁。野田教授はさらに「ただ、それをもって事前の手続の履践をな
おざりにしてよいと受け止められてはならない。」と注意を促しておられる。
(22) この事件は、A会社の取締役Yらが、A社の費用負担により株主および役員らの海外旅
行を実施しその費用が役員報酬として処理されていること、株主総会決議で定めた限度額を超
える監査役報酬を支払ったこと等について、取締役の善管注意義務違反および忠実義務違反等
の責任があると主張して、A社の株主であるXらが会社に対する損害賠償を求めて株主代表
訴訟を提起した事件である。
(23) 菊地・前掲注（３）３頁において、菊地教授はこの判決をもって下級審の判断が分かれて
いると述べておられるようであるが、那覇地裁の判決が、本件や名古屋高裁判決の事例と同様
の株主総会決議がなされていた場合にその効力を否定する趣旨であるとは思われない。
(24) この事件の事実関係は以下のとおりである。A会社では昭和55年９月28日開催の株主総
会以来株主総会が開催されていないにもかかわらず取締役Yらに報酬および退職慰労金が支
払われていたため、平成６年９月４日頃、A社の株主であるXらが取締役Yの責任を追及す
ることを書面をもってA社に請求したが、A社は30日を経過しても訴訟を提起しなかった。
そこでXらが本件株主代表訴訟を提起した。ところが、第一審判決が下される前の平成７年
５月27日に開催された定時株主総会によって、事後的に当該役員報酬および退職慰労金の支出
の承認決議がなされたという本件に類似した事案である。
(25) この事件の第一審（名古屋地判平成８年12月11日金判1146号14頁）は、「事後的にしろ本
件役員報酬及び本件退職慰労金の支出を遡及的に承認することが決議されたのであるから、株
主総会の判断を経たものと言える」とし、「原告らは、違法無効な株主総会が後の株主総会で
その瑕疵が治癒されることはないと主張するが、右（一）のとおり、本件役員報酬等及び本件
退職慰労金の支出は、本件定時株主総会の決議それ自体により遡及的に適法となるのであっ
て、右決議によりそれまでの株主総会が有効とされたのではないのであるから、原告らの主張
は理由がない」としており、この論が控訴審、上告審、差戻控訴審まで維持されている。な
お、控訴審（名古屋高判平成９年11月５日金判1146号10頁）においても第一審の判断が支持さ
れXらの請求は認められなかったが、その第１回目の口頭弁論期日後において ZがA社の株
主として商法268条２項による参加の申出をし、この参加が本件訴訟を不当に遅延させること
が明らかであるとしたところ、上告審（最判平成14年１月22日金判1146号３頁）でこの点が問
題となり、最高裁は、ZはXらによる不適切な訴訟追行を是正するために本件参加の申出を
したものと解されるとして原判決を破棄差戻した。その差戻控訴審が名古屋高裁平成14年判決
である。
(26) 永石・前掲注（３）11頁。
(27) なお、詳細は不明であるが、差戻控訴審判決によれば名古屋地裁平成９年（ワ）4651号の
判決において平成７年５月27日の株主総会決議の不存在が確認されたものとされており、差戻
控訴審は、取締役の欠員が生じ代表取締役を欠く状態になったため平成11年５月14日に取締役
兼代表取締役一時職務代行者として弁護士 Iが選任され、そのもとで平成11年９月16日に株主
総会が招集されその株主総会でYらを改めて取締役として選任、平成11年12月18日の臨時株
主総会において本件役員報酬等の承認決議がなされたものを、適法な決議承認として認定して
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いる。
(28) 菊地・前掲注（３）３頁はこの判決を、監査役報酬をも含む役員報酬を一般的にお手盛り
防止という観点から事後承認を認めていると批判する。しかし、本件で具体的に争われたもの
が取締役の報酬のみであったため（少なくとも事実関係において監査役の存在が明らかである
記述はなく、原告の請求の中にも監査役はまったく登場しない）、取締役の報酬の意味で「役
員報酬」と述べているのではないかとも思われる。
(29) 鳥山・前掲注（３）130頁。
(30) この事件は、昭和62年３月30日のY社の第68回定時総会において、役員に退職慰労金を
贈呈する旨の決議がなされてその翌日にこの退職慰労金が支給されたが、招集手続の瑕疵、説
明義務違反を理由として株主Xらがこの決議の取消を求めて決議取消の訴えを提起したもの
である。この事件の第一審（東京地判昭和63年１月28日判タ658号52頁）は取締役の説明義務
違反を認めて当該決議を取り消し、被告Y社は控訴をした。一審判決後の昭和63年３月30日
に開催されたY社の定時総会において、退職慰労金の贈呈に関する同一の内容の議案（ただ
し、「昭和62年３月31日をもって贈呈いたしたいと存じます」と明記され、「なお、本議案に関
する決議は、第68回定時株主総会でなされた、第４号議案の決議の取消しが万一確定した場
合、遡って効力を生じるものといたします」と記載されていた）が再度上程されて可決され
（第二の決議）、第二の決議は取消の訴えの提起もなく確定した。先行決議が存在したという点
で本件とは異なるが、退職慰労金という一種の役員報酬に関する総会決議の遡及的効力を争っ
た事案として参考となるものと解する。
(31) この第二の決議の意義につき、第一の決議の追認か、第一の決議の取消を条件とする予備
的・条件付決議かという点が当時の学説で激しい議論を呼び起こした。そして、追認であると
すると第二の決議に遡及効が認められ、第一の決議の瑕疵が治癒されるので決議の時点に遡っ
て取消事由は消滅することになる（米津昭子「株主総会再決議の意義」商事法務1148号３頁、
龍田節「判批」商事法務1170号２頁）が、予備的・条件付決議と解した場合には原則として再
決議は将来に向かってしか効力を有しないから、再決議がなされたからといって前の決議を争
う訴えの利益は失われないこともあり得る（青竹「判批」法学教室103号96頁、中島弘雅「判
批」商事法務1180号２頁等。また、ブリヂストン事件以前の裁判例も訴えの利益が失われない
ものと解しているが、その理由は第二の決議が遡及的な効力を有しないからである。たとえ
ば、東京高判昭和27年２月13日高裁民集５巻９号360頁、東京地判昭和46年６月14日判タ269号
304頁等。）が、再決議に（明示的に）遡及効が付与されており、かつ遡及効を認めることがで
きる場合（すなわち遡及効を認めても第三者の利益を害さない場合）には前の決議の効力を争
う訴えの利益は失われる（中島前掲５～６頁、大内前掲注（17）444頁。この点につき、「追
認」と表現しながら遡及効が制限される場合があるとするのは矛盾であるかとも思われるが、
中島前掲５頁によれば、「旧決議が役員の解任決議の場合には、追認決議に遡及効を認めるこ
とはできないと解される。というのは、役員は適法な手続によってのみ解任されるにつき利益
を有し、旧決議が取り消されれば、依然として役員の地位になることになるからである。した
がって、この場合には、追認という形をとった解任決議が新たになされたと解すべきことにな
る。」ということであり、その意味では、「遡及効が否定される追認」というのは、単に事後に
新たな決議がなされたものと解されることになろう。）ことになる。
(32) 第二の決議という形で第一の決議を「追認」する形でなければ遡及的に有効とすることは
できないと解するのであればともかく、多数の評釈の見解のように、この第二の決議が条件付
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決議であり、そうであっても遡及的な効力を認めることができるとするのであれば、先行決議
が初めから存在しない本件の事案であっても条件付決議の遡及的な効力が認められるのは当然
の理である。
(33) 芳賀・前掲注（３）58頁。
(34) 同旨、弥永・前掲注（15）62頁。
(35) 同旨、永石・前掲注（３）13頁。
(36) 事前に承認を要するとしても役員報酬の後払いをすることを否定するのではなく、報酬支
払の前に株主総会の承認を経ればよいと考える。なお、本件第一審判決が、本件決議を、すで
に支給された役員報酬につき「本件決議に基づき支給されるべき報酬とみなすこととする旨の
決議と解する」と判示しているのは、必ずしも遡及的に適法とする意ではなく、少なくとも判
決の時点では株主総会による承認決議が存在するということをもって、将来に向かって適法有
効とする趣旨であると解する余地もあるのではないかと解する。
(37) 代表訴訟（商法267条）によって追及できる責任の範囲（なお、会社法では任務懈怠責任
にもとづく損害賠償責任として423条が規定するが、これは旧商法266条１項５号の責任を整理
したものであるとされる。弥永真生『リーガルマインド会社法（第９版）』（有斐閣、2005年）
206頁）は、通説（鈴木竹雄＝竹内昭夫『会社法（新版）』（有斐閣、1987年）275頁等）は提訴
懈怠の可能性から取締役が会社に対して負担するいっさいの債務について代表訴訟を認めてい
るので、この立場からは違法に支払われた報酬の返還を請求することも可能であり、裁判所は
報酬相当額返還請求と損害賠償請求とを明確に区別して論じていないのではないかとも考えら
れる。しかし、このような通説に対して、商法266条の対会社責任と280条の13の資本充実責任
に限られるという説がある（北沢正啓『新版注釈会社法（６）』（有斐閣、1987年）360頁～363
頁。弥永前掲230頁も同旨だと思われる。）。この説によれば本件報酬の支払の効力はともあれ、
代表訴訟において直接的に本件報酬の返還を請求できるわけではなく、その支払によって会社
に損害が生じた場合にはじめて代表訴訟による責任追及が可能となるものと思われることに鑑
みれば、結論として原告の請求を認めないとしても、この両請求とを明確に区別する必要があ
ろう。この点につき本判決の検討は極めて不充分であり、問題があるというべきである。
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